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　平成１７年２月１４日

各  　 位
会 社 名     株 式 会 社 ト プ コ ン
代 表 者 名     取 締 役 社 長 鈴 木 浩 二
（コード番号       ７７３２　東証・大証第１部）
問 合 せ 先     　取締役 兼常務執行役員
　　　　　 　総務・経理グループ統括
　　　　　　　　　　　沖田和夫
電　　　話　０３（３５５８）２５３６

第 1回無担保転換社債型新株予約権付社債発行に関するお知らせ

　当社は、平成１７年２月１４日開催の取締役会において、第三者割当による第１回無担保転換社債型

新株予約権付社債の発行を決議いたしましたので、その概要につき下記のとおりお知らせいたします。

記

１．社 債 の 名 称           株式会社トプコン第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換

社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付）（以下「本新株予約

権付社債」といい、そのうち社債のみを「本社債」、新株予約権の

みを「本新株予約権」という。）

２．社 債 の 発 行 価 額           額面１００円につき金１００円

３．新株予約権の発行価額           無償とする。

４．新株予約権の発行価額の           

　　算定理由（無償の理由）           

本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付されたものであ

り、本社債からの分離譲渡はできず、かつ本新株予約権が行使され

ると代用払込により本社債は消滅し、本社債と本新株予約権が相互

に密接に関連することを考慮し、また、本新株予約権の価値と、本

社債の利率、発行価額等のその他の発行条件により得られる経済的

な価値とを勘案して、その発行価額を無償とした。

５．払込期日及び発行日           平成１７年３月２日（水）

６．募 集 に 関 す る 事 項           

（１）募 集 の 方 法          第三者割当の方法により、全額を野村證券株式会社に割当てる。

（２）発行価格（募集価格）          額面１００円につき金１００円

（３）申 込 期 間          平成１７年３月２日（水）

（４）申 込 取 扱 場 所          野村信託銀行株式会社 本店

７．新株予約権に関する事項           

（１）新株予約権の目的たる          

　　　株 式の種 類及び数          

本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その行

使請求により当社が当社普通株式を新たに発行またはこれに代えて

当社の有する当社普通株式を移転（以下当社普通株式の発行または

移転を「交付」という。）する数は、行使請求に係る本社債の発行

価額の総額を本項第(３)号②記載の転換価額（ただし、本項第(８)

号または第(９)号によって修正または調整された場合は修正後また
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は調整後の転換価額）で除して得られる最大整数とする。この場合

に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整

は行わない。

（２）新 株予約 権の総数          各本社債に付された本新株予約権の数は１個とし、合計３３個の本

新株予約権を発行する。

（３）行 使 時 払 込 金 額          

　　　及 び 転 換 価 額          

①本新株予約権１個の行使に際して払込をなすべき額は、本社債の

発行価額と同額とする。

②本新株予約権の行使に際して払込をなすべき１株あたりの額（以

下「転換価額」という。）は、当初１，５１１円とする。

（４）行使時の払込金額（転          

換価額）の算定理由

本新株予約権付社債が転換社債型新株予約権付社債であることか

ら、新株予約権１個の行使に際して払込をなすべき額は本社債の発

行価額と同額とし、当初の転換価額は平成１７年２月１４日の株式

会社東京証券取引所における当社普通株式の終値とした。

（５）新株の発行価額中の          

　　　資 本 組 入 れ 額          

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の当社普通株式１株

の資本組入額は当該株式の発行価額に０.５を乗じた金額とし、計算

の結果１円未満の端数を生ずる場合は、その端数を切り上げるもの

とする。

（６）行 使 請 求 期 間          本新株予約権付社債の社債権者は、平成１７年３月３日から平成１

９年３月１日までの間、いつでも、本新株予約権の行使を請求する

こと（以下「行使請求」という。）ができる。

（７）行 使 の 条 件          当社が第８項第(６)号②もしくは③により本社債を繰上償還する場

合または当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、償還

日または期限の利益の喪失日以後、社債権者は、本新株予約権を行

使することはできない。当社が第８項第(６)号④記載の本新株予約

権付社債の社債権者の請求により本社債を繰上償還する場合には、

本新株予約権付社債券（登録をした本新株予約権付社債に係る本社

債を繰上償還する場合は、当社の定める請求書（以下「繰上償還請

求書」という。））が第８項第(１２)号記載の償還金支払場所（以

下「償還金支払場所」という。）に提出された時以降、本新株予約

権を行使することはできない。また、各本新株予約権の一部行使は

できないものとする。

（８）転 換 価 額 の 修 正          本新株予約権付社債の発行後、毎月第３金曜日（以下「決定日」と

いう。）の翌取引日以降、転換価額は、決定日まで（当日を含む。）

の３連続取引日（ただし、終値のない日は除き、決定日が取引日で

ない場合には、決定日の直前の取引日までの３連続取引日とする。

以下「時価算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平

均値の９０％に相当する金額（円位未満小数第２位まで算出し、そ

の小数第２位を切り捨てる。以下「決定日価額」という。）に修正

される。なお、時価算定期間内に、本項第(９)号で定める転換価額

の調整事由が生じた場合には、修正後の転換価額は、本新株予約権

付社債の社債要項に従い当社が適当と判断する値に調整される。た

だし、かかる算出の結果、決定日価額が７５６円（以下「下限転換
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価額」という。ただし、本項第(９)号による調整を受ける。）を下

回る場合には、修正後の転換価額は下限転換価額とし、決定日価額

が１，８１４円（以下「上限転換価額」という。ただし、本項第(９)

号による調整を受ける。）を上回る場合には、修正後の転換価額は

上限転換価額とする。

（９）転 換 価 額 の 調 整          当社は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価

を下回る発行価額または処分価額で当社普通株式を発行または処分

する場合（ただし、当社普通株式に転換される証券もしくは転換で

きる証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株

予約権付社債に付されたものを含む。）の転換または行使による場

合を除く。）には、次に定める算式をもって転換価額を調整する。

なお、次式において、「既発行株式数」は、当社の発行済普通株式

数から、当社の有する当社普通株式数を控除した数とする。

新発行・処分株式数×１株あたりの発行・処分価額                     
　既発行株式数＋

　時　　　　価
調整後転換価額＝調整前転換価額×

既発行株式数　＋　新発行・処分株式数

また、当社は、当社普通株式の分割もしくは併合または時価を下回

る価額をもって当社普通株式に転換されもしくは転換できる証券ま

たは当社普通株式の交付を請求できる権利（新株予約権を含む。）

を付与された証券（新株予約権付社債を含む。）の発行が行われる

場合等にも転換価額を適宜調整する。

なお、本号における「時価」とは、調整後の転換価額を適用する日

（ただし、配当可能利益から資本に組入れられることを条件にその

部分をもって株式分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議

する場合で、当該配当可能利益の資本組入れの決議をする株主総会

の終結の日以前の日を株式分割のための株主割当日とする場合には

株主割当日）に先立つ４５取引日目に始まる３０取引日の株式会社

東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終値（気

配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）をいう。

（10）消却事由及び消却条件          消却事由は定めない。

（11）行使によって交付され          

　　　た株式の配当起算日          

行使請求により交付された当社普通株式の配当金または商法第

２９３条ノ５に定められた金銭の分配（中間配当金）については、

行使請求が４月１日から９月３０日までの間になされたときは４月

１日に、１０月１日から翌年３月３１日までの間になされたときは

１０月１日にそれぞれ当社普通株式の交付があったものとみなして

これを支払う。

（12）行 使請求 受付場所          名義書換代理人　中央三井信託銀行株式会社　証券代行事務センター

（13）代用払込に関する事項          商法第３４１条ノ３第１項第７号および第８号により、本新株予約

権を行使したときは本社債の全額の償還に代えて当該本新株予約権

の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込とする旨の請求があ

ったものとみなし、かつ当該請求に基づく払込があったものとする。
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８．社 債 に 関 す る 事 項           

（１）社 債 の 総 額          金３３億円

（２）各 社 債 券 の 金 額          金１億円の１種

（３）社 債 の 利 率          本社債には利息を付さない。

（４）償 還 期 限          平成１９年３月２日（金）

（５）償 還 価 額          額面１００円につき金１００円

ただし、繰上償還の場合は本項第(６)号②乃至④に定める価額によ

る。

（６）償 還 の 方 法          ①本社債は、平成１９年３月２日にその総額を償還する。

②当社は、当社が株式交換または株式移転により他の会社の完全子

会社となることを当社の株主総会で決議した場合、本新株予約権

付社債の社債権者に対して、償還日から３０日以上６０日以内の

事前通知を行った上で、当該株式交換または株式移転の効力発生

日以前に、残存する本社債の全部（一部は不可）を額面１００円

につき金１００円で繰上償還することができる。

③当社は、本新株予約権付社債の発行後、その選択により、本新株

予約権付社債の社債権者に対して、毎月第２金曜日（ただし、第

２金曜日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日とす

る。）まで（当日を含む。）に事前通知を行った上で、当該月の

第４金曜日に、残存する本社債の全部（一部は不可）を額面１０

０円につき金１００円で繰上償還することができる。

④本新株予約権付社債の社債権者は、本新株予約権付社債の発行後、

その選択により、当社に対して、毎月第１金曜日（ただし、第１

金曜日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日とする。）

まで（当日を含む。）に、事前通知を行い、かつ本新株予約権付

社債券を償還金支払場所に提出することにより、当該月の第３金

曜日に、その保有する本社債の全部または一部を額面１００円に

つき金１００円で繰上償還することを、当社に対して請求する権

利を有する。登録をした本新株予約権付社債に係る本社債の繰上

償還を当社に対して請求する場合は、本新株予約権付社債券の提

出に代えて、繰上償還請求書に繰上償還を請求しようとする社債

を表示し、請求の年月日等を記載してこれに記名捺印した上、本

項第(１３)号記載の登録機関を経由して、これを償還金支払場所

に提出することができる。

⑤本号に定める償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その前

銀行営業日にこれを繰り上げる。

⑥本社債の買入消却は、発行日の翌日以降いつでもこれを行うこと

ができる。ただし、本新株予約権のみを消却することはできない。

本社債を買入消却する場合、当社は取得した本新株予約権につき、

その権利を放棄するものとする。

（７）社 債 券 の 様 式          無記名式とする。

なお、本新株予約権付社債は商法第３４１条ノ２第４項の定めによ
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り本社債と本新株予約権のうち一方のみを譲渡することはできな

い。

（８）担 保 の 有 無          本新株予約権付社債には物上担保ならびに保証は付されておらず、

また本新株予約権付社債のために特に留保されている資産はない。

（９）財 務 上 の 特 約          当社は、本新株予約権付社債の未償還残高が存する限り、本新株予

約権付社債発行後、当社が国内で今後発行する他の転換社債型新株

予約権付社債に担保権を設定する場合には、本新株予約権付社債の

ためにも担保附社債信託法に基づき、同順位の担保権を設定する。

なお、転換社債型新株予約権付社債とは、商法第３４１条ノ２に定

められた新株予約権付社債であって、商法第３４１条ノ３第１項第

７号および第８号の規定に基づき、新株予約権を行使したときに、

新株予約権付社債の社債権者から社債の全額の償還に代えて、新株

予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込とする旨の請

求があったものとみなし、かつ当該請求に基づく払込があったもの

とする旨、取締役会で決議されたものをいう。

（10）取 得 格 付          取得していない。

（11）社 債 管 理 会 社          本新株予約権付社債は、商法第２９７条ただし書の要件を充たすも

のであり、社債管理会社は設置しない。

（12）償還金支払事務取扱者

（償 還 金 支 払 場 所          ）

野村信託銀行株式会社　本店

（13）登 録 機 関          野村信託銀行株式会社

９．上 場 申 請 の 有 無           無し

10．前記各項については、証券取引法による届出の効力発生を条件とする。
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（ご参考）

１．資金使途

（１）調達資金の使途

手取概算額 3,270百万円は、運転資金に充当する予定であります。

（２）業績に与える見通し

　　　平成１７年２月２日発表の業績予想に与える影響はありません。

２．株主への利益配分等

（１）利益配分に関する基本方針ならびに配当に当たっての考え方

　　　当社の利益配分の方針は、株主各位への継続配当による安定的な利益還元を図ることを第一と

　　　て、財務体質の強化や将来の事業展開に必要な投資財源を確保するため、内部留保の充実を併せ

　　　て行うこととし、配当に当たっては、業績の動向を勘案して決定しております。

（２）内部留保資金の使途

　　　内部留保資金の使途につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、財務体質の

強化や将来の事業展開に必要な投資を行い、株主利益の増大に努めてまいります。

（４）過去３決算期間の配当状況等（単独）

平成 14年 3月期 平成 15年 3月期 平成 16年 3月期

１株当たり当期純利益           

又は当期純損失（△）
△３９．１２円 １０．６６円 １９．８４円

１株当たり年間配当金           ３．０円 ３．０円 ５．０円

実 績 配 当 性 向           －% ２８．１% ２５．２%

株主資本当期純利益率           －% １．７% ３．３%

株 主 資 本 配 当 率           ０．４８% ０．４９% ０．７７%

３．その他

（１） 潜在株式による希薄化情報等

　　　今回発行する新株予約権付社債に付された新株予約権の行使により発行される株式には、原則

　　　として当社が保有する自己株式が充当され、かつ自己株式保有数の範囲内で行われる予定であ

　　　るため、発行済株式数に対する潜在株式数の比率は記載しておりません。

（２）過去３年間に行われたエクイティ・ファイナンスの状況等

該当事項はございません。



この文章は、当社の転換社債型新株予約権付社債発行に際して一般に公表するための説明文であり、一切の投資勧誘またはそれ
に類似する行為のために作成されたものではありません。

- 7 -

（３）過去３決算期間及び直前の株価等の推移

平成 14年 3月期 平成 15年 3月期 平成 16年 3月期 平成 17年 3月期

始 値     ３４２円 ３１８円 ２８６円 １，２４８円

高 値     ３９８円 ３９０円 １，２６４円 １，５８８円

安 値     ２６５円 ２１１円 ２８６円 １，０６１円

終 値     ３０３円 ２８６円 １，２６４円 １，５１１円

株価収益率 －倍 ２６．８倍 ６３．７倍 －倍

　（注）１．平成１７年３月期の株価については、平成１７年２月１４日現在で示しております。

　　　　２．株価収益率は、決算期末の株価（終値）を当該決算期の１株当り当期純利益で除し

　　　　　　た数値であります。なお、平成１４年３月期に関しては、当期純損失を計上してい

　　　　　　るため、株価収益率は表示しておりません。

４．割当予定先の概要

割当予定先の氏名又は名称 野村證券株式会社

割当新株予約権付社債 (額面) 金 3,300,000,000円

払 込 金 額 金 3,300,000,000円

住 所 東京都中央区日本橋一丁目 9番 1号

代 表 者 の 氏 名 執行役社長　古賀　信行

資 本 の 額 10,000,000,000円

事 業 の 内 容 証券業

割当予定

先の内容

大株主及び持株比率 野村ホールディングス株式会社　100%

出 資 関 係

割当予定先が保有している当社の株式の数 ：

　　　　　　普通株式 20,000 株
当社が保有している割当予定先の株式の数 ：

        　　　　　       0 株

取 引 関 係 等 主幹事証券

当社 との

関 係

人 的 関 係 等 なし

(注) 資本の額および出資関係は、平成１６年９月３０日現在のものであります。

以　上


